
【機密性２】

作成日_作成担当課_用途_保存期間発出元 → 発出先

R3淀川水害協首長会議①河川管理者からのホットライン

議題①：河川管理者からのホットライン：現状のタイミングで良いのか

Lv3

Lv4:避難指示

避難指示から5時間
後にはHWLに到達
（破堤の恐れ大）
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【機密性２】

作成日_作成担当課_用途_保存期間発出元 → 発出先

R3淀川水害協首長会議①河川管理者からのホットライン

議題①：河川管理者からのホットライン：現状の情報提供と今後の対応

○河川管理者からの情報提供
・予測水位の共有
・リモート会議の試行
・ホットライン

＜リモート会議の開催後の自治体意見＞
・隣接市の状況（体制立ち上げ、避難所開設等）が共有できる。
・市の幹部会でも事前情報として話ができた。
・避難所開設は洪水の水位だけで無く、暴風を踏まえ、事前に開設することとしており、隣接市と情報を共有していきたい。

○リモート会議の接続を継続

・通常、リモート会議等を行う場合は、
会議時間のみ接続を行うが、出水対応
時（水防団出動等の警戒体制発令規模
以上）にもリモート会議を継続して接続し、
必要な情報はその都度共有。

大阪府三島地域での試行（R2）
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【機密性２】

作成日_作成担当課_用途_保存期間発出元 → 発出先

R3淀川水害協首長会議②広域災害の情報共有

議題②：広域災害における情報共有とタイミング：淀川の氾濫は市境を越える氾濫
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【機密性２】

作成日_作成担当課_用途_保存期間発出元 → 発出先

R3淀川水害協首長会議②広域災害の情報共有

議題②：広域災害における情報共有とタイミング：空振りの懸念

大阪府域三島広域避難WGでの議論
・広域避難のタイミングは、洪水発生前の予測降雨での判断が必要。
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【機密性２】

作成日_作成担当課_用途_保存期間発出元 → 発出先

R3淀川水害協首長会議②広域災害の情報共有

議題②：広域災害における情報共有とタイミング：空振りの懸念

・今般の法改正により、災害発生前（おそれ段階）にて、国の災害対策本部が設置
され、当該本部の所管区域内の市町村については、都道府県の判断により災害
救助法の適用を行うことが可能となります（改正後の災害救助法第２条第２項）。

・この場合において、実際に災害が発生しなかった場合でも、避難所開設に要した
費用については災害救助法による救助の対象（国及び都道府県による費用負担）
となります。

・なお、本部の廃止が告示された場合は、それ以後の費用については救助の対象
とはなりません。
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